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仲裁協議を巡る紛争

一、事実経緯

原告である中国ある機械メーカーと被告である香港貿易会社は飼料加工設備売買契約（以下、「本契約」という）を締結した。本契約では被告が新品の飼料加工設備1式を原告に販売し、その1式設備価格は12万ポンドと約束し、更に本契約第18条に基づき、紛争が生じた場合、ロンドンにおいて英語で仲裁を行い、且つ国際商業会議所の規則を適用する。第19条には、本契約は中国法律を管轄法とすると規定されている。

被告による上記設備1式の引き渡し後、原告は直ちに据付を行ったが、テストを経て、設備の生産能力が本契約に定める基準に合致しないことが判明したことから、返品を主張した。被告は本契約に返品に関する規定がないことを理由に、原告がこうした権利を有しないと反論した。

その後、原告は地元の裁判所に提訴し、被告に対し、違約責任を負担するよう請求した。被告は本契約第18条を理由に裁判所の管轄権を否定した。

裁判判決

開廷後、被告は、本契約第18条を理由に裁判所の管轄権を否定した。裁判所は、本契約第18条のロンドンでの仲裁の記述がその具体的な仲裁機構を特定できないこと、また第19条の中国法による管轄を双方が合意したこと、更に原告側が裁判所に提訴したことに鑑み、「中華人民共和国民事訴訟法」第二百七十一条第二項の「当事者は、契約に仲裁条項を設けず、或いは事後書面による仲裁協議に達していない場合、裁判所に起訴できる」に基づいて、原告の請求を認め、被告の主張を退けると判決した。
三、コメント

１、本件は仲裁協議に関わる問題である。仲裁協議とは、当事者は意思自由の原則に従って、双方の間で将来的に発生し得る又は既に発生した紛争を仲裁機構に申し立てて解決する協議を指すものである。仲裁協議は契約に定める仲裁条項とその他の書面の形で紛争発生前或いは発生後締結した仲裁協議の二種類がある。本件は当事者が事前に合意した仲裁条項を巡って発生した紛争である。

２、本件における仲裁条項には仲裁委員会若しくは仲裁機構が定められていないため、その内容は不明確と言わざるを得ない。当該仲裁条項が有効であるかどうかについて、より深く検討する必要がある。

「中華人民共和国仲裁法」第18条に基づき、仲裁協議は仲裁事項或いは仲裁委員会について約束せず、或いは約束が不明確な場合、当事者は、協議を補足することができるが、補足協議が纏まらない場合、仲裁協議は無効とする。最高裁の「[中華人民共和国仲裁法]適用若干問題に関する解釈」[法釈（2006）7号]第4条に基づき、仲裁協議は仲裁規則のみ合意した場合、仲裁機構について合意していないと見なすべきである。故に、仲裁協議に仲裁機構を約定することが義務付けられているので、約定が不明確な場合は、当事者の一方が提訴後、裁判所は当該仲裁条項を無効とし、訴訟案件として受理することができる。

３、仲裁条項が不明確であるが、当該条項が仲裁を申し立てる意思表示及び仲裁事項の内容を備えた場合、当該条項を有効と認めるべきである。こうした解釈は民法上「補足解釈」と呼ばれており、即ち、裁判所は契約条項の無効を回避するために、契約解釈の方法で契約の内容の不足を填補する方法である。仲裁条項が仲裁機構に関する内容を備えない場合、裁判所は補足解釈の方法で仲裁機構を決定することができる。当然ながら、補足解釈は裁判所が当事者の代わりに一方的に決定するのではなく、裁判所は契約を解釈するとともに当事者の意思表示と真意を明確にし、特に誠実信用の原則に従い、取引慣例を考慮した上で合理的な解釈を行わなければならない。


上海市人大の「上海市人口計画出産条例」についての解説

上海市人大常務委員会は、2016年2月23日、「「上海市人口計画出産条例」の修正に関する決定」（以下、「本条例」という）を可決し、同年翌月1日実施する。「本条例」は六章、45条で構成されて、その概要は以下の通りである。

背景

今年に入ってから、広東、湖北、天津、浙江、安徽、広西などで相次いで人口計画生育新条例が発表されているが、いわゆる「高齢化社会」の段階に突入している上海でも女性の出産率が低く、人口構造の問題が日増しに突出している。「本条例」の実施によって、上海市の人口老齢化スピードに歯止めをかけ、今後毎年２～３万人の割合で新生児が増加していくと見込まれる。

二、所管部門

上海市、区、県衛生計画生育行政管理部門は法定職責により、それぞれの管轄区域における人口計画出産業務に責任を負う。

三、出産の権利と義務

「本条例」では夫婦の一組が二人っ子を出産することを提唱する。下記の条件のいずれかに当たる夫婦は改めて子女を出産することができる。

一方は婚前に子女を出産したことがなく、他方は婚前に一人っ子を出産したことがあり、且つ双方は結婚後共同で一人っ子を出産したこと

双方は婚前に合計で二人っ子及びそれ以上の子女を出産し、且つ共同で子女を出産したことがないこと

双方は婚前に子女を出産したことが無く、結婚後共同で二人っ子を出産し、そのうちの一人っ子は区、県或いは市障害児童医学鑑定機構によって非遺伝性障害に当り、正常に労働能力までに成長できないと鑑定されたこと

但し、上海市民は外国人と結婚した場合、国家の関連規定に従う。

四、奨励

「本条例」は今まで適用された晩婚晩育休暇を無くし、代わりに以下のような結婚休暇、優遇策を導入した。

（１）法定の結婚条件（男性22歳以上、女性20歳以上）を満たした公民は法定の結婚休暇３日のほか、結婚休暇７日を追加する。

（２）法律規定を満たし、出産した夫婦は、女性が法定の出産休暇（産前15日、産後83日）のほか、出産休暇30日を享受でき、男性が配偶者出産の付添休暇10日を享受できる。

（３）すでに受給している一人っ子父母奨励金は子女の十六歳満了まで享受できる。

（４）法によって子女を出産した公民は上海市関連規定に基づいて子女の託児所、及び幼稚園の一部託児費及び管理費を請求できる。

五、罰則

「本条例」に違反し、子女を出産した公民が社会扶養費の徴収のほか、以下のように処理する。

（１）妊娠の入院費及び医薬費は自己負担し、出産保険待遇及び出産期間の給与待遇を享受できない。

（２）受給した一人子父母奨励金などを返却する。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	上海市人大常務委員会の「上海市人口計画出産条例」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/01/01

	2
	財政部、商務部、税関総署の「税関輸入免税店管理暫行弁法」配布に関する通知
	2016/02/18

	3
	中共中央弁公庁、国務院弁公庁の「外国人永住居留サービス管理の強化に関する意見」
	2016/02/18

	4
	国務院の「サービス貿易創新発展テストの展開の同意に関する批復」
	2016/02/22

	5
	最高裁の「海事裁判所の案件受理範囲に関する規定」
	2016/03/01

	6
	最高裁の「海事裁判所の訴訟管轄問題に関する規定」
	2016/03/01

	7
	最高裁の「「中華人民共和国物権法」の適用の若干問題に解釈」」
	2016/03/01

	8
	国家質量監督検験検疫総局の「輸出入食料検験検疫監督管理弁法」
	2016/07/01
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注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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